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－2024 事業年度業務実施結果に対する評価・提言－ （２）調査・技術開発 

 

■はじめに 

評議員会は、2024 事業年度業務実施結果（本資料別紙参照）に対し、評議員会とし

ての評価・提言を取りまとめるよう原子力発電環境整備機構（以下、「機構」とい

う。）理事長から諮問を受けたことを踏まえ、以下のとおり、機構の調査・技術開発に

係る評議員会による評価・提言の内容を報告する。調査・技術開発の評価・提言に当

たっては、機構の調査・技術開発に関する取組を以下 6つのカテゴリーに分け、各カ

テゴリーについて評価・提言を行う手法をとる。 

（評価カテゴリー） 

①寿都町及び神恵内村における文献調査 

②玄海町における文献調査 

③地質環境の調査・評価 

④処分場の設計と工学 

⑤閉鎖後長期の安全評価 

⑥技術マネジメント 

なお、本報告に当たっては「特定放射性廃棄物の最終処分に関する技術開発の実施

状況に係る事項」、「概要調査地区等の選定に係る技術的事項」及び「その他、関連す

る事項」を審議する技術開発評価委員会を開催し、委員会におけるご意見等を踏まえ

て評価・提言を作成した。 

 

■評議員会による評価・提言 

（総 論） 

評議員会は、6つの評価カテゴリーに関する進捗は良好であると評価する。カテゴ

リー①及び②については 2024（令和 6）事業年度事業計画に沿って、カテゴリー③か

ら⑥についてはこれに加え、国の「地層処分研究開発に関する全体計画（令和５年度

～令和９年度）」（以下、「全体計画」という。）及びそれを受けた機構の「地層処分事

業の技術開発計画（2023 年度～2027 年度）－中期技術開発計画－」（以下、「中期技術

開発計画」という。）に沿って着実に成果を挙げている。 

今回の「2024 事業年度業務実施結果等に係る機構からの説明（自己評価資料）」に

おいては、説明が各論に留まっていた評価カテゴリーもあったが、技術の適用先、全

体計画や中期技術開発計画との関連付け、及び両計画に対する達成状況等について、

技術開発の全体像も見据えた総合的な説明を行うことで、一層効果的な「評価・提

言」につなげることができると考える。広く一般公衆における地層処分技術への信頼

性に対して理解を深めていただいたり、技術開発の進展について関心を高めていただ

いたりするための情報発信にも共通する課題と言え、上記説明の実現を提言する。 
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①寿都町及び神恵内村における文献調査 

［評価］ 

・文献調査報告書について、特定放射性廃棄物小委員会地層処分技術ＷＧの意見・指

摘を反映して報告書を完成させたこと、法定説明会等における技術的な質問に対し

て、適切な、分かりやすい説明で対応していると評価する。今後もより丁寧な説明

を行うこと、様々な立場からの質問・意見に真摯に対応していくことを期待する。 

［提言］ 

・法定説明会の説明資料について、概要調査の範囲を示す概要図で一般的事項を説明

する図には改善の余地がある。「概要調査とは」のページの調査範囲を示す図におい

て海域が範囲内とされていない。「さまざまな方法」のページのトレンチ調査の図

は、穴の形が整っていないので自然に侵食されてできた穴のように見える。一般の

方は視覚的イメージで認識するため、図の書き方は十分注意する必要がある。 

・概要調査において、貫入岩が第四紀の年代と判明した場合の対応を明確にしておく

ことが必要である。 

・文献調査報告書等について、一般の方向けの説明に加え、有識者（専門家）にも理

解をいただける活動を行うことが必要である。 

・概要調査に進ませていただいた際には、ボーリング掘削場所の優先順位の考え方、

そこで得られたデータの精密調査段階以降への活用も含め、日本の多様な地質環境

を踏まえた柔軟性を持ったデータ取得を進めていくことが必要である。 

 

②玄海町における文献調査 

［評価］ 

・文献調査開始前後の手続きを円滑に行ったこと、文献調査着手後は過去の経験を踏

まえて工程の短縮に取り組んでいることを評価する。 

［提言］ 

・例えば海域に係る文献である海上保安庁の水路情報データ等、多様な文献を収集

し、調査を進めていくことが必要である。 

 

③地質環境の調査・評価 

［評価］ 

・ボーリング調査技術の整備のため実証試験を進めている点など、個々の技術開発項

目についておおむね着実に成果を上げていると評価する。 

［提言］ 

・概要調査段階での評価の考え方を検討していくことは難しい取組になると考える。
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要素技術の開発を着実に進めるとともに、要素技術と概要調査の全体像とのつなが

りが分かる説明を用意し、上記取組に対する説明性を強化していくことが必要であ

る。 

・中期技術開発計画等の技術開発の計画に対して、現在どのくらい進捗しているの

か、という説明も明確になされなかった。過去の機構の技術開発の成果を受けて、

現在どのような背景で各業務を行っているのか、という説明を期待する。 

・ボーリング孔の閉塞技術について、以下を提言する。 

- ボーリング孔の閉塞材料として技術開発を行っている、ベントナイトペレット

のコーティングについては、コーティングによる透水性の低下の原因や、性能

評価の観点から有機物のコーティング剤の影響を検討していく必要がある。 

- コーティングペレットについては、有機物影響や費用などを含め、コーティン

グをしない場合との得失を整理し、環境条件等に応じて適切な選択ができるよ

う、技術オプションとして整備をしていく必要がある。 

・四次元地質環境モデルを用いた地下水流動解析において、底部境界条件を設定する

地下深部は、火山・噴火、地震・断層、隆起・侵食活動等によって地下水流動場が

影響を受け、単純ではないケースが少なくないことを考えると、その扱いにより解

析結果に少なからず影響を与える場合があると考える。境界条件の曖昧さは解析結

果の曖昧さにつながると思われ、慎重な取組を期待する。 

 

④処分場の設計と工学 

［評価］ 

・腐食試験技術の標準化の取組におけるラウンドロビン試験1で良好な再現性が得られ

ており、良い試験方法ができたと評価する。 

・腐食試験技術の標準化の取組におけるラウンドロビン試験では、機構の若手技術者

が実際に試験に携わり手を動かし、直接関与していることで、機構の熱意が長期腐

食寿命評価技術検討委員会の委員の方々に伝わり、検討がうまく進んでいるように

思う。機構自らが技術者の育成をしている事例であり、評価に値する。腐食以外の

規格類の整備でも、このような若手技術者の関与を期待する。 

・機構が制作・公開した動画（10万年以上にわたる地層処分場の安全性に関する動

画）において、竪置き・ブロック方式と並んで、横置き・ＰＥＭ方式が紹介されて

いた。このような最新の技術開発成果を公表していくことは、一般の方が新しい技

術を受け入れやすくなるので、良い取組であると評価する。 

 

1 複数の試験機関で同一の試験体、同一の試験手法を用いて、試験を実施し、結果を比較することで、試

験手法の妥当性や試験者の技量を評価する試験法 
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・硫黄を多く含むと考えられる火山由来の酸性土壌が広がる日本では、硫黄による銅

コーティングオーバーパックの腐食が懸念されていた。しかし、これまでの機構の

取組から、日本にも銅コーティングオーバーパックを適用できる地質環境が存在す

るという見通しが得られ、耐圧代や腐食代をこれまでの炭素鋼オーバーパックと比

較して薄くできる可能性を示したことは、評価に値する。また、カナダの事例など

も参考に技術開発を効果的に実施したことも良好事例と言える。 

・人工バリア材料の改良の取組における、オーバーパックの放射線遮蔽、緩衝材によ

る微生物活動対策（ケイ砂を混合しない高い有効粘土密度の設定）、緩衝材の熱伝導

特性といった多方面から検討を行い、合理化を進める試みは評価でき、継続を期待

する。 

［提言］ 

・ラウンドロビン試験の結果を踏まえて、整備された腐食試験技術を実際の環境に適

用していく際には、環境のばらつきを考慮しても、同様に測定結果のばらつきが小

さいのかなどについて確認が必要である。また、不確実性の評価の観点から、安全

評価にどのように反映していくかについても機構の中でしっかり議論を行う必要が

ある。 

・横置き・ＰＥＭ方式の高度化に関して、ハンドリングの観点では十分に検討がなさ

れているように思う。改良型ＰＥＭへの仕様の変更に起因して、安全評価結果に対

する影響についても、安全評価シナリオの構築や不確実性などの観点で更なる検討

が必要である。また、長期的な安全評価の観点を取り込んで議論できるような仕組

みを作る必要がある。 

・硫黄濃度が低い地質環境であれば銅コーティングオーバーパックは有効と考える

が、硫黄濃度が高い地下水環境にも対応するため、サイトの地質環境を考慮した設

計オプションの選択ができるよう、複数のオプションに対して技術開発を継続して

いく必要がある。 

 

⑤閉鎖後長期の安全評価 

［評価］ 

・計算負荷が大きい数値解析に対応するため機械学習を導入したツールの構築を進め

ている点など、個々の技術開発項目についておおむね着実に成果を上げていると評

価する。 

［提言］ 

・これまでの機構の技術開発では、試験結果を外部から引用し、解析を機構の若手職

員が実施するという流れが主であったと理解している。今後は、試験に機構職員が

関与していくことが望まれる。 

・数値シミュレーションは工学的な問題解決に広く活用されており、処分事業において
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は、その重要性が高い。一方で、数値シミュレーションの実施に際しては、入力ミス

や使用する解析コードのプログラムの不備などにより誤った計算結果が出力される

ことや、モデルを不十分なメッシュ数で分割することなどにより精度が低い計算結果

が出力されるいわゆる品質上のリスクが常に存在しているとも言える。特に、原子力の

安全評価等の重要な案件で数値シミュレーションの品質に問題があれば、多方面に大き

な影響を及ぼす可能性が想定される。このことから、数値シミュレーションなど、数値

解析に対する品質保証あるいは品質マネジメントについて継続的に取り組む必要があ

る。 

・機械学習手法の導入による計算負荷低減の取組は、以下に留意しながら進めていく

必要がある。 

- 予測評価ツールの適用先が、安全評価なのか性能照査なのかを明確にしなが

ら、技術開発や成果の公表を行っていく必要がある。 

- 高レベル放射性廃棄物（ＨＬＷ）とＴＲＵ廃棄物で、廃棄体の特性に相違があ

ることから、これらの違いを考慮して開発を進めていく必要がある。 

- 機械学習手法の技術的限界点を明確化しつつ、当該技術の信頼性向上に取り組

む必要がある。 

- 機械学習手法を導入した補完的解析ツールによる計算結果について、人間が行

う分析・判断の説明性向上に取り組む必要がある。 

 

⑥技術マネジメント 

［評価］ 

・「「機構が事業を推進していくためには、事業の各段階で求められる技術を適切に準備

し、利用可能な状態にしていくとともに、地層処分に係る技術が信頼に足りるもの

であることについて、広く一般公衆からの理解を得ることが不可欠である」という

姿勢は、機構が技術マネジメントに取り組む上で適切であると評価する。 

・10 万年以上にわたる地層処分場の安全性に関する動画の公表のような、動画・漫画

を活用した技術情報の発信の取組について、方向性は妥当であると評価する。現代

では漫画の市場規模が非常に大きく、過去と比較すると日本の文化として定着して

きている。 

・機構による出前授業・講師派遣に受入側として関与した技術開発評価委員会の委員

より、「自分たちの技術分野がこういった事業にも役立つのかという印象を学生が持

ったようであり、かなり反応が良かった。」という評価があった。 

［提言］ 

・第 7次エネルギー基本計画では、地層処分の技術的信頼性の専門的な評価が国民に

十分に共有されることが重要と記載されているが、これは国民一人一人に技術的な

内容を理解していただくことが大切なのか、それとも、専門家が評価した結果を国



6 

 

民に理解していただくことが大切なのか、機構としての理解活動を進めるに当たっ

ては、整理をすることが必要である。 

・地層処分に関する技術開発の進捗が世の中に正しく伝わっていないと見受けられ

る。地層処分に対する反対／慎重意見には、技術に対する不安／不信感が多く含ま

れ、技術開発の最前線と国民理解の間のギャップの解消が急がれる。技術開発の進

捗を社会に発信する広報活動の活性化が待たれる。実感を得られやすい技術開発の

例としては、ガラス固化体のＰＥＭ方式による横置きとコンパクト化の埋設プロセ

ス（10 万年以上にわたる地層処分場の安全性に関する動画でのＰＥＭの紹介は好事

例）、銅コーティングを施した炭素鋼製オーバーパックの技術開発、地質構造を探る

物理探査での三次元反射法への着目と活用などが挙げられる。他にも多くの事例が

あるはずであり、こうした機構の技術開発部門のたゆみない取組の紹介を通じて地

層処分事業への国民理解の促進につながることを期待する。 

・学会発表や論文投稿も重要だが、地層処分技術に対する信頼を高める手段としては

新聞等のメディアを通じての紹介が不可欠であるため、取組を強化することが必要

である。 

・地層処分事業において、原子力業界内だけで議論を固めるのではなく、外部の意見

を積極的に取り入れるべきである。例えば、環境問題に関連付けて、そちらの専門

家との連携を行うことが挙げられる。このような取組は、地層処分は一般の方々に

とって身近な問題の一環として認識していただけ、関心の喚起にもつなげられると

考える。 

・昨今の気候問題やカーボンニュートラル政策により、原子力を含むエネルギー・環

境問題に対する国民の理解や考える機運が高まっていると思う。二酸化炭素回収・

貯留（ＣＣＳ）といったエネルギー・環境問題とも関連付けた説明を行うことは、

エネルギー・環境問題に関心のある若い人たちや学生に対しても意義があることで

ある。 

・降水／地表水／地下水モデリング・物質移行モデリング及び同位体分析技術は世界

中の様々な問題（鉱山廃水、農業土壌・水管理、沿岸堆積層中のマイクロプラスチ

ック等）における共通ツールであり、そういった取組の関係者との意見交換なども

大変重要と考える。 

・10 万年といった長期にわたる安全性の確保についての一般の方々向けの説明方法と

して、はじめは生活に身近な題材に焦点を当てるというものがある。長期に及ぶ地

質学的時間スケールにわたって資源が閉じ込められてきた背景と、その役割を果た

す物質、支配的な物質移行に関する物理的化学的過程の理解に基づき、長期にわた

って閉じ込める設計を行い、安全評価で確かめることができることを説明し、理解

していただく必要がある。 

・技術情報の発信に関しては、海外事例の収集・分析をより一層充実させた上で取り
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組むよう提言する。地層処分事業が進んでいるスウェーデンやフィンランドなど

で、一般の方々への理解促進のためにどのように伝えたのかの情報を収集すれば、

傾向が分かるのではないか。特に、マスメディアの活用といった海外における広報

関係の情報を参考に、機構として情報発信に取り組むよう提言する。 

・10 万年以上にわたる地層処分場の安全性に関する動画について、一般の方向けに 23

分は長すぎると推察される。④処分場の設計と工学のカテゴリーにおいて、横置

き・ＰＥＭ方式を技術開発成果の公表の観点から評価すると言及したが、動画にお

ける安全確保策の概念の説明としては、冗長な情報であったと考える。 

・大学から原子力関連学部が無くなって来ている現状では、今後、原子力関連の学生

の採用は難しい状況となる。原子力を知らない人にどのように関心を持ってもらう

か、また、原子力関連の学生を採用できない場合に備え、他の分野の学生の育成が

必要となると考えられる。引き続き、育成プログラムの構築が必要である。 

・機構による出前授業・講師派遣について、原子力以外の関連分野で講義を行うこと

で、すそ野の拡大が期待できるため、検討を行う必要がある。 

・全国の高等専門学校には原子力に携わった先生方がおられるので、このような先生

方のネットワークを活用した学生への関心喚起などの取組を行う必要がある。 

・技術開発成果については、「成果を取りまとめ公表」というアクションも大切だが、

第三者の専門家の評価を受けることが信頼性の確保の視点からも重要と考える。し

たがって、積極的に成果を論文（査読付きが望ましい）にするなどの取組が必要で

ある。本取組は人材の育成にもつながるものである。その際の投稿先については、

原子力学会に限らず、内容に応じてそれぞれ専門とする学協会を選択することが処

分事業の技術開発を広く認知していただく上でも重要である。 

・機構自らがすべての技術を保持・維持することは困難であると考えるが、コアとな

る技術は、特に若手の職員を中心に他機関への出向や研修などを通じて戦略的、継

続的に育成することが重要である。これまでの機構の取組について整理することが

必要である。 

・100 年を要する地層処分事業への南海トラフ地震の影響も本格的に検討すべき時期

であると考える。南海トラフ地震は 30 年以内の発生確率が 80％程度とされてお

り、新たな地点での文献調査の開始につなげるためにも、科学的特性マップ上グリ

ーンとなっている東海地方以西の太平洋に面した沿岸部への脅威論に対する安全説

明の準備を期待する。 

 

以 上 
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